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は し が き

この報告書は、平成２1年度「地方教育費調査」（教育費調査・教育行政調査）

の結果を基に、北海道分を取りまとめたものです。

この調査は、文部科学省が教育費等の実態を明らかにし、教育諸施策上の基

礎資料とするために、教育費調査は昭和２４年度から、教育行政調査は昭和２

８年度から実施しております。

関係各位におかれましては、本報告書を御活用いただき、教育諸施策の立案

・検討に役立てていただければ幸いです。

最後に、本調査の実施に当たり御協力いただきました市町村教育委員会及び

学校関係者の皆様に心からお礼申し上げますとともに、今後ともより一層の御

理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。

平成２３年３月

北海道教育庁総務政策局教育政策課長
武 藤 久 慶
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教 育 費 調 査
（平成２０会計年度）



－1－

教 育 費 調 査 結 果 の 概 要
－平 成 ２０ 会 計 年 度－

Ⅰ 調査の概要
１ 調査の目的

この調査は、学校教育、社会教育、生涯学習関連及び教育行政における地方公共団体から支出された経
費並びに授業料等の収入の実態を明らかにし、国・地方を通じた教育諸施策を検討・立案するための基礎
資料を得ることを目的として、文部科学省が昭和24会計年度以降毎年実施している調査です。

２ 調査の対象
この調査の対象は、全国の都道府県・市町村（特別区、一部教育事務組合を含む。）教育委員会及び大

学・短期大学を除く公立の学校並びに条例により設置された知事部局が所管する生涯学習関連施設です
が、本道の本年度の調査対象（分校も1校として計上）は次のとおりです｡

区 分 教育委員会数 人 口 学 校 種 類 等 学 校 等 数 在 学 者 数 本務教員数

北 海 道 1 5,571,770 幼 稚 園 90 4,834 528

市 町 村 186 小 学 校 1,300 281,140 19,744

(注)１ 市町村教育委員会には、一部教育事務組合6 中 学 校 667 145,706 12,254

を含む。 特 別 支 援 学 校 60 4,525 3,159

２ 人口は平成20年3月31日現在の住民基本台帳 高 等 学 校 全 日 制 256 111,792 9,072

による。 高 等 学 校 定 時 制 12(40) 5,395 755

３ 学校数・在学者数・本務教員数は平成20年度 高 等 学 校 通 信 制 1 4,151 62

学校基本調査(平成20年5月1日現在)による。 中 等 教 育 学 校 1 319 23

４ 特別支援学校、高等学校全日制及び高等学校 専 修 学 校 17 1,984 217

定時制の在学者数には専攻科の在学者も含む。 高 等 専 門 学 校 1 106 12

５ 高等学校定時制の学校数は単置校数である。 知事部局所管の生涯学習関連施設 6 - -

（（ ）内は併置校数）

３ 調査の内容と方法
この調査では、地方教育費を学校教育費、社会教育費、教育行政費及び知事部局における生涯学習関

連費の四分野に大別し、さらに学校教育費については、幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校、高等
学校全日制課程、高等学校定時制課程、高等学校通信制課程、中等教育学校、専修学校、各種学校及び
高等専門学校の11種類、社会教育費については、公民館費、図書館費、博物館費、体育施設費、青少年
教育施設費、女性教育施設費、文化会館費、その他の社会教育施設費、教育委員会が行った社会教育活
動費及び文化財保護費の10分野、知事部局における生涯学習関連費については、体育施設費、青少年施
設費、女性関連施設費、文化会館費、その他の生涯学習関連施設費、文化財保護費の６分野に分けて、
それぞれ支出された経費を財源別(負担区分別）と支出項目別（使途別）の両面から調査しています。

４ 調査する経費の範囲
この調査では、平成20会計年度に国、道、市町村が教育のために支出した経費（以下､「公費｣という｡)

及び社会教育施設等に寄付された寄付金のうちから教育のために支出した経費（以下、「公費に組み入れ
られない寄付金」という。）について調査しています。（平成21年度調査から、学校教育における公費に
組み入れられない寄付金は調査対象外となりました。）また、学校、その他の教育施設に伴う収入につい
ても調査しています。

なお、この調査での公費は、道・市町村の歳出決算額をもとに調査をしていますが、教育費を機能的に
把握することから、例えば総務省の地方財政状況調査の中の「市町村決算状況調」目的別歳出決算額の「教
育費の範囲」とは、次の点で異なっています。

(1) 本調査の対象となっているが、目的別歳出決
算額には含まれていない経費
ア 債務償還費（公債費）
イ 他省庁からの国庫補助金
ウ 道他部局からの補助金及び市町村他部局

からの支出金
エ 教育施設の火災保険料
オ 災害復旧費
カ 教育委員会事務局庁舎維持運営費

(2) 目的別歳出決算額には含まれているが、本調
査の対象外となる経費

ア 私立学校に対する補助金
イ 公立大学、短期大学への支出経費
ウ 積立金・貸付金等
エ 給食費



－2－

５ 調査の構成及び調査事項の説明

地方教育費（財源別） （分 野） 地方教育費（支出項目別）
公 費 学 校 教 育 費 消 費 的 支 出
・国庫補助金 幼 稚 園 ・人件費

国が地方公共団体に交付した補助金 小 学 校 本務教員給与、兼務教員給与、事務職員

及び負担金。文部科学省以外の省庁 中 学 校 給与、その他の職員給与、共済組合等負

からの補助金等を含む。 特 別 支 援 学 校 担金、恩給費等、退職・死傷手当等に要

・道支出金 高 等 学 校 全 日 制 した経費。

道が租税、使用料、手数料収入等の 高 等 学 校 定 時 制 ・教育活動費

財源から支出された経費。道他部局 高 等 学 校 通 信 制 特別活動費(学級活動、児童・生徒会活動

からの補助金を含む。 中 等 教 育 学 校 等)、教授用消耗品費(教科用図書、教授

・市町村支出金 専 修 学 校 用教具等)、教員及び教育補助員の旅費、

市町村が租税、使用料、手数料収入 各 種 学 校 その他の教育活動費(印刷・製本代等)等､

等の財源から支出された経費。 高 等 専 門 学 校 児童・生徒に対する教授及びその補助の

・地方債 ために要した経費｡

地方公共団体がその教育施設の新設､ ・管理費

災害復旧等のために起債した経費。 修繕費、学校警備費、消耗品費、光熱水

・公費組入れ寄付金 費、事務職員や施設維持職員及び補助活

地方公共団体の歳入として決算に計 動職員の旅費等、当該学校の管理運営の

上された寄付金・贈与金から支出さ ために要した経費。

れた経費。 ・補助活動費

健康診断や給食の運営に要した経費等、

正規の学校教育の中には含まれないが、

それと密接な関係を有している学校の事

業に要した経費。

・所定支払金

日本スポーツ振興センター共済掛金、

地代、建物・設備等の賃貸料・借料、校

長会・研究会負担金等、定期的に支払義

務を生ずる経費。

資 本 的 支 出
土地費、建築費、設備・備品費、図書購入

費に要した経費。

債 務 償 還 費
地方債の元金の返済、利子の支払い及び手

数料に要した経費。

公費に組み入れられない寄付金 社 会 教 育 費 消 費 的 支 出
団体や個人から直接社会教育施設等に 公 民 館 費 人件費、活動費、維持・修繕費、職員の保

寄付された経費で、その経費が公費に 図 書 館 費 健・福利厚生事業に要した経費、所定支払

組み入れられなかった金額。 博 物 館 費 金等、年々経常的に支出する経費。

体 育 施 設 費 資 本 的 支 出
青 少 年 教 育 施 設 費 土地費、建築費、設備・備品費、図書購入

女 性 教 育 施 設 費 費に要した経費。

文 化 会 館 費 債 務 償 還 費
そ の 他 の 社 会 教 育 施 設 費 地方債の元金の返済、利子の支払い及び手

教育委員会が行った社会教育活動費 数料に要した経費。

文 化 財 保 護 費

消 費 的 支 出
人件費、旅費、指導費、維持・修繕費、職

員の保健・福利厚生事業に要した経費、所

定支払金等、年々経常的に支出する経費。

教 育 に 係 る 収 入 教 育 行 政 費 資 本 的 支 出
・一般会計 土地費、建築費、設備・備品費、図書購入

授業料、入学金、検定料、日本スポ 費に要した経費。

ーツ振興センター共済掛金、その他 債 務 償 還 費
の収入 地方債の元金の返済、利子の支払い及び手

・特別会計収入 数料に要した経費。
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Ⅱ 調査結果の概要
１ 本道の総行政費と地方教育費合計

平成20年度の地方教育費合計は7,934億円で、これは本道の総行政費の14.0%に当たり、前年度に対し
0.5%の増となっています。また、平成16年度以降の本道の総行政費及び地方教育費合計の推移は第１表
のとおりです。

なお、以下の表中、「構成比」や一部の数値については、個々の数値について小数点第1位未満四捨五
入しているため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。
第１表 本道の総行政費と地方教育費合計
年

北 海 道
市 町 村

合 計
(一部教育事務組合を含む)

総 行 政 費 地 方 教 育 費
対

総 行 政 費 地方教育費 総 行 政 費 地方教育費 Ｂ / Ａ 前年度

度
Ａ Ｂ

増加率

千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％

16 2,870,715,649 557,837,459 2,928,253,209 319,216,730 5,798,968,858 877,054,189 15.1 -2.5

17 2,930,367,149 549,580,220 2,851,268,947 307,915,391 5,781,636,096 857,495,611 14.8 -2.2

18 2,800,764,591 527,633,466 2,830,387,573 294,410,316 5,631,152,164 822,043,782 14.6 -4.1

19 2,919,249,531 518,640,221 2,768,296,876 272,904,744 5,687,546,407 791,544,965 13.9 -3.7

20 2,930,172,651 574,827,228 2,731,526,674 218,589,308 5,661,699,325 793,416,536 14.0 0.5

（注）総行政費は、公営事業会計を除く普通会計歳出決算額である。

２ 本道地方教育費の使途と財源
(1) 地方教育費合計の内訳 第１図 地方教育費合計の分野別内訳

ア 地方教育費合計の分野別内訳
平成20年度の地方教育費合計7,934億円を分野

別にみると、第１図のとおり学校教育費が83.8%
と最も多く、次いで社会教育費が10.3%、教育行
政費が5.9％となっています。

これを前年度と比較すると、学校教育費が0.2
%の減、社会教育費が2.7%の増、教育行政費が
6.3%の増となっています。

イ 地方教育費合計の財源別内訳 第２図 地方教育費合計の財源別内訳
平成20年度の地方教育費合計7,934億円を財源

別にみると、第２図のとおり道支出金が55.1%で
最も多く、次いで市町村支出金31.5%、国庫補助
金11.6%、地方債1.8%となっています。

なお、最近５か年の地方教育費合計の財源
別構成を示すと第２表のとおりです。

小学校費

35.5%

中学校費

21.3%

高等学校費

19.1%

特別支援

学 校 費

6.7%

その他の学校費

1.1%

社会教育費

10.3%

教育行政費

5.9%

道支出金

55.1%市町村支出金

31.5%

国庫補助金

11.6%

地方債

1.8%
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第２表 地方教育費合計の財源別構成の推移
年

公 費
公費に組み入れられない

地 方 教 育 費 合 計
寄 付 金

度 実 額 構成比 実 額 構成比 実 額 構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

16 875,047,353 99.8 2,006,836 0.2 877,054,189 100.0

17 855,487,828 99.8 2,007,783 0.2 857,495,611 100.0

18 820,011,409 99.8 2,032,373 0.2 822,043,782 100.0

19 789,571,188 99.8 1,973,777 0.2 791,544,965 100.0

20 793,416,287 100.0 249 - 793,416,536 100.0

ウ 地方教育費合計の支出項目別内訳
平成20年度の地方教育費合計を支出項目別に見ると、第３表のとおり消費的支出が81.9%と最も多

く、次いで債務償還費が12.0%、土地費・建築費などの資本的支出が6.1%となっています。
なお、支出項目別の対前年度増加率は、消費的支出、資本的支出それぞれ0.7%、9.9%の増、債務

償還費が4.8%の減となっています。

第３表 地方教育費合計の支出項目別内訳

支 出 項 目 学 校 教 育 費 社 会 教 育 費 教 育 行 政 費 地方教育費合計
項 目 別 対前年度

比 率 増 加 率

千円 千円 千円 千円 ％ ％

消費的支出 556,502,535 48,859,787 44,560,138 649,922,460 81.9 0.7

(前年度) (555,273,809) (50,004,968) (42,093,621) (647,372,398)

資本的支出 40,085,447 6,760,358 1,188,104 48,033,909 6.1 9.9

(前年度) (36,737,885) (5,860,040) (1,265,308) (43,863,233)

債務償還費 68,171,263 25,990,232 1,298,672 95,460,167 12.0 -4.8

(前年度) (75,810,237) (23,599,765) (899,332) (100,309,334)

総 額 664,759,245 81,610,377 47,046,914 793,416,536 100.0 0.5

(前年度) (667,821,931) (79,464,773) (44,258,261) (791,544,965)

(2) 学校教育費
ア 学校教育費の内訳

平成20年度の学校教育費は6,647億円で、前年度に比較すると0.2%の減少です。
学校教育費の学校種類別内訳は、第４表のとおり小学校・中学校の教育費が総額の67.8%を占めて

います。また、財源別にみると、第３図のとおり道支出金が61.4%で最も多く、次いで市町村支出金
23.3%、国庫補助金13.6%、地方債1.7%となっています。

なお、最近５か年間の学校教育費の推移は第５表のとおりです。

第４表 学校種類別教育費 第３図 学校教育費の財源別内訳
対

学 校 種 類 実 額 構成比 前年度

増加率

千円 ％ ％

幼 稚 園 4,724,932 0.7 -3.7

小 学 校 281,838,012 42.4 1.2

中 学 校 169,141,674 25.4 -0.5

特 別 支 援 学 校 53,211,579 8.0 3.9

高等学校全日制 140,617,309 21.2 -3.3

高等学校定時制 10,335,582 1.6 1.1

高等学校通信制 863,767 0.1 -36.1

中 等 教 育 学 校 305,018 0.0 57.2

専 修 学 校 3,151,684 0.5 -5.3

高 等 専 門 学 校 569,688 0.1 -3.6

総 額 664,759,245 100.0 -0.2

道支出金

61.4%

市町村支出金

23.3%

国庫補助金

13.6%

地方債

1.7%
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第５表 学校教育費の推移
年

公 費
公費に組み入れられない

地 方 教 育 費 合 計
寄 付 金

度 実 額 構成比 実 額 構成比 実 額 構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

16 729,945,274 99.7 2,006,836 0.3 731,952,110 100.0

17 715,914,462 99.7 2,007,783 0.3 717,922,245 100.0

18 690,758,440 99.7 2,032,373 0.3 692,790,813 100.0

19 665,848,154 99.7 1,973,777 0.3 667,821,931 100.0

20 664,759,245 100.0 - - 664,759,245 100.0

イ 学校教育費の支出項目別内訳 第６表 学校教育費の支出項目別内訳
平成20年度の学校教育費の支出項目別 対

内訳をみると、第６表のとおり消費的支 支 出 項 目 実 額 構成比 前年度

出が83.7%、資本的支出が6.0%、債務償還 増加率

費が10.3%となっています。 千円 ％ ％

また、消費的支出のうち45.6%が本務教 消 費 的 支 出 556,502,535 83.7 0.5

員の給与であり、これは学校教育費総額 ( 本 務 教 員 の 給 与 ) (253,731,981) (38.2) (-16.5)

の38.2%を占めています。 （その他の消費的支出） (302,770,554) (45.5) (21.3)

前年度に比較すると、消費的支出は、 資 本 的 支 出 40,085,447 6.0 9.6

0.5%の増、資本的支出は、9.6%の増、 （ 土 地 ・ 建 築 費 ） (34,152,222) (5.1) (11.0)

債務償還費は、10.1%の減となっています。 （設備・備品・図書費） (5,933,225) (0.9) (2.5)

債 務 償 還 費 68,171,263 10.3 -10.1

総 額 664,759,245 100.0 -0.2

ウ 学校種類別在学者１人当たり教育費
平成20年度の学校種類別在学者１人当たり教育費は第７表のとおりです。
これによると、特別支援学校費が極めて大きく、小学校及び中学校の児童・生徒１人当たり教育

費の10倍以上となっています。
また、対前年度増加率は、第４図にも示すとおり、高等学校全日制、高等学校通信制、中等教育学

校を除き前年度より増加しています。

第７表 学校種類別在学者１人当 第４図 学校種類別在学者１人当たり教育費
たり教育費 （前年度との比較）

対

学 校 種 類 実 額 前年度

増加率

円 ％

幼 稚 園 977,437 2.6

小 学 校 1,002,483 2.4

中 学 校 1,160,842 2.0

特 別 支 援 学 校 11,759,465 2.3

高等学校全日制 1,257,848 -1.9
高等学校定時制 1,915,771 1.8

高等学校通信制 208,086 -34.0

中等教育学校 956,169 -20.6

専 修 学 校 1,588,550 0.6

高 等 専 門 学 校 5,374,415 80.2

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 

高等専門学校

専修学校

中等教育学校

高等学校通信制

高等学校定時制

高等学校全日制

特別支援学校

中学校

小学校

幼稚園

（単位：千円）

平成２０年度 平成１９年度
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(3) 社会教育費
ア 社会教育費の分野別内訳 第８表 社会教育費の分野別内訳

平成20年度の社会教育費は816億 対

円で、前年度と比較すると2.7%増 社 会 教 育 分 野 実 額 構成比 前年度

加しています。 増加率

社会教育費の分野別内訳をみると 千円 ％ ％

第８表のとおり体育施設費が39.0% 公 民 館 費 5,568,916 6.8 -0.5

と最も多く、次いで図書館費12.1%、 図 書 館 費 9,855,991 12.1 2.8

その他の社会教育施設費が9.4%と 博 物 館 費 7,232,059 8.9 -26.2

なっています。 体 育 施 設 費 31.790,661 39.0 12.9

これら社会教育費を前年度と比較 青 少 年 教 育 施 設 費 2,949,974 3.6 -28.9

すると、図書館費、体育施設費、そ 女 性 教 育 施 設 費 94,834 0.1 -3.5

の他の社会教育施設費及び文化財 文 化 会 館 費 6,813,466 8.3 -6.1

保護費が増加しています。 そ の 他 の 社 会 教 育 施 設 費 7,707,061 9.4 17.8

教育委員会が行った社会教育活動費 5,435,577 6.7 -3.4

文 化 財 保 護 費 4,161,838 5.1 57.5

総 額 81,610,377 100.0 2.7

イ 社会教育費の財源別内訳 第５図 社会教育費の財源別内訳
平成20年度の社会教育費を財源別にみる

と、第５図のとおり市町村支出金が78.2%
で最も多く、次いで道支出金17.5%、地方債
2.6%、国庫補助金1.6%となっています。

ウ 社会教育費の支出項目別内訳 第９表 社会教育費の支出項目別内訳
社会教育費を支出項目別にみると、第 対

９表のとおり消費的支出が59.9%と最も大 支 出 項 目 実 額 構成比 前年度

きく、次いで債務償還費が31.8%、資本的 増加率

支出が8.3%となっています。 千円 ％ ％

前年度に比較すると、消費的支出が2.3% 消 費 的 支 出 48,859,787 59.9 -2.3

の減、資本的支出、債務償還費がそれぞれ 資 本 的 支 出 6,760,358 8.3 15.4

15.4%、10.1%の増となっています。 債 務 償 還 費 25,990,232 31.8 10.1

また、道民１人当たりの社会教育費は 総 額 81,610,377 100.0 2.7

14,647円で、前年度に比較して3.2%の増
となっています。

(4) 教育行政費
平成20年度の教育行政費は470億円で、前年度に比較して6.3%の増となっています。
教育行政費を財源別にみると、第６図のとおり市町村支出金が66.6%と最も大きく、次いで道支出金

が32.2%、国庫補助金が0.8%、地方債が0.5%となっています。
教育行政費を支出項目別に見ると、第10表のとおり消費的支出が94.7%、資本的支出が2.5%、債務償

還費が2.8%となっています。
また、道民１人当たりの教育行政費は8,444円で、前年度に比較して6.9%の増となっています。

市町村支出金

78.2%

道支出金

17.5%

地方債

2.6%
国庫補助金

1.6%
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第１０表 教育行政費の支出項目別内訳 第６図 教育行政費の財源別内訳
対

支 出 項 目 実 額 構成比 前年度

増加率

千円 ％ ％

消 費 的 支 出 44,560,138 94.7 5.9

資 本 的 支 出 1,188,104 2.5 -6.1
債 務 償 還 費 1,298,672 2.8 44.4

総 額 47,046,914 100.0 6.3

(5) 知事部局における生涯学習関連費
ア 知事部局における生涯学習関連費の調査対象施設

平成20年度の知事部局における生涯学習関連費の調査対象施設は第11表のとおり６施設で、体育施
設が４施設、女性関連施設が１施設、文化会館が１施設となっています。

第１１表 知事部局における生涯学習関連費調査の調査対象施設
区 分 施 設 名 所 在 地

北海道立道民の森 当別町・月形町

体 育 施 設 北海道立２１世紀の森 旭川市・津別町

北海道立羊蹄青少年の森 真狩村

北海道立トムテ文化の森 名寄市

女性関連施設 北海道立女性プラザ 札幌市中央区

文 化 会 館 北海道立道民活動センター（かでる２・７） 札幌市中央区

イ 知事部局における生涯学習関連費の分野別内訳 第１２表 知事部局における生涯学習
平成20年度の知事部局における生涯学習関連費は 関連費の分野別内訳

3億円となっています。 施 設 等 区 分 実 額 構 成 比

分野別内訳をみると第12表のとおり、文化会館費 千円 ％

が78.1％と最も多く、次いで体育施設費が15.2％と 体 育 施 設 費 55,347 15.2

なっています。 青 少 年 施 設 費 - -

女 性 関 連 施 設 費 24,281 6.7

文 化 会 館 費 283,801 78.1

その他の生涯学習関連施設費 - -

文 化 財 保 護 費 - -

総 額 363,429 100.0

ウ 知事部局における生涯学習関連費の財源別内訳
平成20年度の知事部局における生涯学習関連費の財源別内訳は、道支出金が100.0％となっていま

す。

エ 知事部局における生涯学習関連費の 第１３表 知事部局における生涯学習関連費の
支出項目別内訳 分野別内訳
知事部局における生涯学習関連費を 支 出 項 目 実 額 構 成 比

支出項目別にみると、第13表のとおり 千円 ％

消費的支出が89.2％と最も大きく、債 消 費 的 支 出 324,109 89.2

務償還費が9.8％、資本的支出が1.0％ 資 本 的 支 出 3,630 1.0

となっています。 債 務 償 還 費 35,690 9.8

総 額 363,429 100.0

市町村支出金

66.6%
道支出金

32.2%

国庫補助金

0.8%
地方債

0.5%


